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毎週火 金曜日発行･

公布 規則

◇ 鳥取県会計規則等 一部 改正 規則（ ）（審査課）…………………………………………

鳥取県会計規則及 鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部

改正 規則（ ）（〃）………………………………………………………………………………

鳥取県収入証紙規則 一部 改正 規則（ ）（〃）……………………………………………

鳥取県出納局設置規則 一部 改正 規則（ ）（〃）…………………………………………

鳥取県出納局事務決裁規則 一部 改正 規則（ ）（〃）……………………………………

◇鳥取県会計規則等 一部 改正 規則

次 掲 規則 、「廨」 「出納機関」 改 等所要 改正 行 。

（ ） 鳥取県会計規則

（ ） 鳥取県予算規則

（ ） 鳥取県収入証紙規則

（ ） 鳥取県物品事務取扱規則

（ ） 鳥取県債権管理事務取扱規則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県会計規則及 鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部 改正 規則

鳥取県会計規則 一部改正

（ ） 契約保証金又 入札保証金 全部又 一部 納 場合 明記 。

（第 条、第 条関係）

（ ） 落札者 契約 締結 期限 、落札 通知 受 日 県 休日 除 日以

内（現行 県 休日 含 日以内） 。（第 条関係）

（ ） 鳥取県消防学校、鳥取県立鳥取療育園、鳥取県立中部療育園及 鳥取県栽培漁業 ー 新

出納機関 指定 。（別表第 関係）

（ ） 他所要 規定 整備 行 。

鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部改正

契約保証金又 入札保証金 全部又 一部 納 場合 明記 。

（新第 条、第 条関係）

施行期日等

（ ） 規則 、平成 年 月 日 施行 。

（ ） 所要 経過措置 講 。

◇鳥取県収入証紙規則 一部 改正 規則
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証紙 収入 場合 、過誤納金 還付 行 必要 、出納機関 長 、当該過

誤納金 係 証紙 収入 状況 本庁 課長（以下「課長」 。） 随時報告

。（第 条関係）

証紙 収入額 取 課長 出納局長 送付 書類 公金振替依頼書（現行 収入調書）

。（第 条関係）

過誤納金 還付 行 必要 場合 、課長 、当該過誤納金 係 証紙 収入額 取

証紙収入調書 公金振替依頼書 添 、出納局長 随時送付 。（第 条

関係）

証紙 収入 方法 徴収 歳入 鳥取県食肉衛生検査所条例 基 鳥取県食肉衛生検査所

証明書 発行 係 手数料 加 。（別表第 関係）

証紙 収入 方法 徴収 歳入 鳥取県手数料徴収条例 基 保育士 登録等 係 手

数料 除 。（別表第 関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。 、 、同年 月 日 施行

。

◇鳥取県出納局設置規則 一部 改正 規則

地方自治法施行令 一部改正 伴 所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。

◇鳥取県出納局事務決裁規則 一部 改正 規則

審査課及 出納課 係 出納局長等 専決事項 、 件 万円以上 支出負担行為 出納局

長 共通区分（現行 審査課 区分） 専決事項 等 改正 行 。（別表第 関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県会計規則等 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県会計規則等 一部 改正 規則

次 表 規則名 欄 掲 規則 同表 条項 欄 掲 規定中同表 改正前 欄 掲 字句

同表 改正後 欄 掲 字句 改 。
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規 則 名 条 項 改 正 前 改 正 後

鳥取県会計規則（昭
和 年鳥取県規則第
号）

第 条第 号 廨 出納機関

第 条第 項 廨 出納機関

廨 長（以下「廨長」 。） 出納機関 長

第 条第 項 廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

第 条第 項及 第 項 廨 出納機関

第 条 第 項及 第
項

廨 出納機関

第 条 第 項 廨 出納機関

廨長 出納機関 長

第 条 第 項 廨長 出納機関 長

第 条 廨 出納機関

廨長 出納機関 長

第 条 第 条 、
第 条第 項、第 条第
項及 第 項、第 条

並 第 条

廨長 出納機関 長

第 条 廨長 出納機関 長

第 条 及 第 条第
項

廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

第 条第 項、第 条第
項及 第 項並 第
条第 項及 第 項

廨長 出納機関 長

第 条第 項第 号 廨長 出納機関 長

第 条第 項、第 項及
第 項、第 条第 項、
第 条、第 条、第 条
第 項及 第 項、第
条 第 項及 第 項、
第 条第 項、第 条第
項並 第 条

廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

第 条第 項 廨長 出納機関 長

廨 出納機関

第 条 第 条第 項 第
条 第 条第 項 第

条第 項及 第 項、第
条 第 条 第 条

第 項、第 条 第
項、第 条第 項並
第 条第 項及 第 項

廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

第 条 廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

廨長 出納機関 長
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第 条 見出 廨等 出納機関等

第 条 第 項 廨 出納機関

廨長 出納機関 長

第 条、第 条第 項
及 第 条

廨 出納機関

第 条第 項第 号 廨長 出納機関 長

第 条第 項 第
項 及 第 条

廨 出納機関

第 条（見出 含 。） 廨長 出納機関 長

附則第 項 廨 出納機関

別表第 （ ） 廨 出納機関

様式第 号 廨長 出納機関 長

様式第 号 廨名 出納機関名

様式第 号 備考

領 収

廨 名
出 納 員

領 収

出納機関名
出 納 員

様式第 号及 様式第
号

廨長 出納機関 長

廨名 出納機関名

様式第 号 廨名 出納機関名

様式第 号 廨長 出納機関 長

廨名 出納機関名

様式第 号 廨長 出納機関 長

様式第 号 課（廨）名 課（出納機関）名

様式第 号 廨 長 出納機関 長

様式第 号 廨名 出納機関名

様式第 号 廨 長 出納機関 長

様式第 号及 様式第
号

廨長 出納機関 長

廨名 出納機関名

様式第 号 課（廨）名 課（出納機関）名

様式第 号
廨名 出納機関名

様式第 号 貴廨 貴出納機関

廨 長 出納機関 長

廨名 出納機関名

鳥取県予算規則（昭
和 年鳥取県規則第
号）

第 条第 号 廨 出納機関

廨 出納機関

第 条 廨 出納機関

様式第 号 令 達 先 令達先出納機関

鳥取県収入証紙規則
（昭和 年鳥取県規

第 条 廨 長（以下「廨長」 。） 出納機関 長
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則第 号） 第 条及 第 条第 項 廨長 出納機関 長

様式第 号 廨 名 出納機関名

課長（廨長）印 課長（出納機関 長）印

様式第 号 及 廨長 出納機関 長

鳥取県物品事務取扱
規則（昭和 年鳥取
県規則第 号）

第 条第 項及 第 項、
第 条、第 条第 項、
第 条、第 条第 項第
号 、第 条第 項及
第 項、第 条第 項

及 第 項、第 条第
項並 第 条第 項

廨長 出納機関 長

第 条 廨 出納機関

廨長 出納機関 長

様式第 号及 様式第
号

廨 長 出納機関 長

鳥取県債権管理事務
取扱規則（昭和 年
鳥取県規則第 号）

第 条及 第 条 廨長 出納機関 長

第 条 廨長 出納機関 長

第 条及 第 条第 項 廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨 出納機関

第 条第 項及 第 項、
第 条第 項並 第
条

廨長 出納機関 長

第 条第 項 第 項
及 第 条第 項

廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨長 出納機関 長

第 条第 項 廨長 出納機関 長

様式第 号 表面及 様
式第 号

廨長 出納機関 長

様式第 号 廨 出納機関

様式第 号 課（廨）名 課（出納機関）名

様式第 号 廨 出納機関
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附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県会計規則及 鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部 改正 規則

公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県会計規則及 鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部 改正 規則

（鳥取県会計規則 一部改正）
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改 正 後 改 正 前

（定義）

第 条 規則 、次 各号 掲 用語 意

義 、当該各号 定 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 統轄店 指定金融機関 店舗 指定金融機関、

指定代理金融機関及 収納代理金融機関（以下「指

定金融機関等」 。） 事務 取 行

知事 指定 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 収納取扱店 収納代理金融機関 店舗 。

（口座振替 方法 納付 方法）

第 条 指定金融機関等（収納代理金融機関

日本郵政公社 除 。以下 条 同 。）

預金口座 設 納入者 地方自治法施行令（昭

和 年政令第 号。以下「令」 。）第 条 規

定 口座振替 方法 歳入 納付

、当該指定金融機関等 対 口座振替

依頼 併 、次 掲 事項 知事又 出納機関

長 届 出 。

（ ）～（ ） 略

（自動払込 納付 方法）

第 条 収納代理金融機関（日本郵政公社 限 。

以下 条 同 。） 通常郵便貯金

納入者 、令第 条 規定 郵便振替

（継続 通常郵便貯金 一部 払込金 振 替

払込 限 。） 方法（以下「自動

払込 方法」 。） 歳入 納付

、当該収納代理金融機関 対 自動払

込 依頼 併 、次 掲 事項 知事又 出納

機関 長 届 出 。

（ ）～（ ） 略

（指定金融機関等 収納）

第 条 略

略

（定義）

第 条 規則 、次 各号 掲 用語 意

義 、当該各号 定 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 統轄店 指定金融機関 店舗 指定金融機関、

指定代理金融機関、収納代理金融機関及 収納代理

郵便官署（以下「指定金融機関等」 。） 事

務 取 行 知事 指定

。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 収納取扱店 収納代理金融機関 店舗及 収納

代理郵便官署 。

（口座振替 方法 納付 方法）

第 条 指定金融機関等（収納代理郵便官署 除 。

以下 条 同 。） 預金口座 設

納入者 地方自治法施行令（昭和 年政令第 号。以

下「令」 。）第 条 規定 口座振替 方

法 歳入 納付 、当該指定

金融機関等 対 口座振替 依頼 併 、次 掲

事項 知事又 出納機関 長 届 出

。

（ ）～（ ） 略

（自動払込 納付 方法）

第 条 収納代理郵便官署 通常郵便貯金

納入者 、令第 条 規定 郵便振替

（自動払込 取扱 関 省令（昭和 年郵政省

令第 号）第 条 規定 自動払込

限 。） 方法（以下「自動払込 方法」 。）

歳入 納付 、当該収納代

理郵便官署 対 自動払込 依頼 併 、次

掲 事項 知事又 出納機関 長 届 出

。

（ ）～（ ） 略

（指定金融機関等 収納）

第 条 略

略

２

１ ３
４

５ ６
７

２

１ ４

３

２

１ ４

２

２

１ ３
４

５ ６
７

２

１ ４

３
２

６ １

１ ４

２

この において の に げる の

は に めるところによる

の で

び

という の の りまとめを

うものとして が したものをいう

び

の をいう

の による の

の のうち

を く この において じ に

を けている で

という の

により の によって を しようと

するものは に する の

に せて に げる を は の

に け なければならない

みによる の

の に る

この において じ に をしてい

る で の の による

して の を に り えて

する みによるものに る の

みの という によって を しよう

とするものは に する

みの に せて に げる を は

の に け なければならない

の

この において の に げる の

は に めるところによる

の で

び

という の

の りまとめを うものとして が したも

のをいう

び

の び

をいう

の による の

の を く

この において じ に を けている

で

という の により の

によって を しようとするものは

に する の に せて に

げる を は の に け なければな

らない

みによる の

の に をしてい

る で の の による

みの いに する

に する みによるものに

る の みの という

によって を しようとするものは

に する みの に せて に

げる を は の に け なければ

ならない

の

18

22 16 155

18

155

27

18

22 16
155

18
155

57

27

第 条 鳥取県会計規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正後 欄中号 表示 下線 引 号（以下 条 「追加号」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（追加号 除 。以下 条 「改正後部分」 。） 存在

場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当

該改正部分 削 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分 削 、次 表 改正後 欄 表中太線 囲 部分 加

。

１ 39 11 の を のように する

の の の の に が かれた この において という を える

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた を く この において という が する

には を に め に する が しない には

を る

の の の の で まれた を り の の の の で まれた を

える
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３

１ ２

３

４

２

３

４ ５

２

１

２

３ ２

３

４ １

１

５ １ ２

２ ２

３

１

２ ３

４

２

３

４ ５

２

指定代理金融機関又 収納代理金融機関 、歳入金

納付 受 、収納金払込書（様式第 号）

及 収納金集計票（様式第 号） 、収納 現金及

領収済通知書 添 、知事 指定 指定金融機

関 店舗 納付 。 、第 条

第 項 書又 鳥取県税条例施行規則第 条

第 項 規定 送付 磁気 ー 等 係 歳

入金 納付 受 場合 、収納金払込書 、収納

現金及 当該磁気 ー 等 収納等 状況 記録

（以下「収納記録磁気 ー 等」 。）

添 、統轄店 納付 。

～ 略

（直払）

第 条 略

略

出納長 、官公署、東日本電信電話株式会社、西日

本電信電話株式会社 他 類 指

定出納取扱店（知事 定 限 。以下 項

及 第 条 同 。） 支払場所 指定 納

入告知書等 支払 請求 受 、当該指

定出納取扱店 納入告知書等 支払（以下

「払込払」 。） 。

及 略

（契約保証金）

第 条 令第 条 規定 納付 契約保

証金 、契約金額 分 以上 、 納付

時期 、契約 締結 。

契約担当職員 、次 各号 該当 場

合 、契約保証金 全部又 一部 納

。

（ ） 契約 相手方 保険会社 間 鳥取県 被保

険者 履行保証保険契約 締結 。

（ ） 契約担当職員 契約 相手方 委託 受

保険会社、銀行、農林中央金庫 他予算決算及

会計令（昭和 年勅令第 号）第 条 第 号

規定 財務大臣 指定 金融機関 間

工事履行保証契約 締結 。

（ ） 契約 相手方 国、他 地方公共団体 他

公共団体又 公共的団体 。

（ ） 予算決算及 会計令第 条第 項若 第

条第 項 規定 定 資格 有 者又

令第 条 第 項若 第 条 第 項

規定 定 資格（ 規定

他 地方公共団体 長 定 資格 含 。） 有

者（第 条第 項第 号 「参加資格

者」 。） 契約 締結 場合 、

指定代理金融機関、収納代理金融機関又 収納代理

郵便官署 、歳入金 納付 受 、収納金払

込書（様式第 号）及 収納金集計票（様式第 号）

、収納 現金及 領収済通知書 添 、知事

指定 指定金融機関 店舗 納付

。 、第 条第 項 書又 鳥取県税条例

施行規則第 条 第 項 規定 送付 磁

気 ー 等 係 歳入金 納付 受 場合 、収

納金払込書 、収納 現金及 当該磁気 ー 等

収納等 状況 記録 （以下「収納記録磁気 ー

等」 。） 添 、統轄店 納付

。

～ 略

（直払）

第 条 略

略

出納長 、官公署、日本電信電話株式会社 他

類 指定出納取扱店（知事 定

限 。以下 項及 第 条 同 。）

支払場所 指定 納入告知書等 支払 請求

受 、当該指定出納取扱店 納入告知

書等 支払（以下「払込払」 。）

。

及 略

（契約保証金）

第 条 令第 条 規定 納付 契約保

証金 、契約金額 分 以上 、 納付

時期 、契約 締結 。

契約担当職員 、知事 別 定 場合

契約保証金 全部又 一部 納

。

は は

の を けたときは

び に した

び を えて が する

の に しなければならない ただし

ただし は の

の により された テ プ に る

の を けた には に

した び テ プ に の を

したもの テ プ という

を えて に しなければならない

は

その これらに するものから

が めるものに る この

び において じ を に した

により の を けたときは

をして による

という をさせなければならない

び

の の により させる

は の の とし その の

は を するときとする

は の のいずれかに する

においては の は を めさせ

ないことができる

の が との で を

とする を したとき

が の から を けた

その び

の

の により が する との で

を したとき

の が の その の

は であるとき

び しくは

の により められた を する

は の しくは の

の により められた これらの により

の の が めた を む を

する において

という と を する において そ

は

は の を けたときは

び

に した び を えて が

する の に しなければならな

い ただし ただし は

の の により された

テ プ に る の を けた には

に した び テ プ に

の を したもの テ

プ という を えて に しなければ

ならない

は その こ

れらに するものから が める

ものに る この び において じ

を に した により の

を けたときは をして

による という をさせな

ければならない

び

の の により させる

は の の とし その の

は を するときとする

は が に める においては

の は を めさせないことができ

る
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14
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22 165 100

72 95

167 167 11
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10 11
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14
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61
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の が に は と

する と で の であると められる

を してこれを に したと められ

かつ する を しないおそれがない

と められるとき

に づき が められる において

な が されたとき

を り う を する において

が されるとき

による は を す

る において が を えない

であり かつ の が の をしない

おそれがないと められるとき

を する を するとき

を するとき その の

を させることにより の が は

になると められるとき

の

の の により させる

は の の とする

は に しようとする

が の のいずれかに する においては

の は を めさせないことができ

る

との で を とする

を したとき

であって に は

と する と で の

であると められる を してこれを に

したと められ かつ を しな

いおそれがないと められるとき

の

が したときは その を に

しなければならない

は の を けた から

の を める

に する の の は しない

に を しなければならない

の

の の により させる

は の の とする

は が に める においては

の は を めさせないことができ

る

の

が したときは その を に

しなければならない

は の を けた から に

を しなければならない

者 過去 年間 国又 地方公共団体 当該締結

契約 同種 同程度 規模 認

契約 締結 誠実 履行 認 、

、当該締結 契約 履行

認 。

（ ） 法令 基 延納 認 場合 、

確実 担保 提供 。

（ ） 物品 売 払 契約 締結 場合 、

売払代金 即納 。

（ ） 指名競争入札 契約又 随意契約 締結

場合 、契約金額 万円 超 額

、 、契約 相手方 契約 履行

認 。

（ ） 不動産 取得 契約 締結 、委託契

約 締結 、 他契約 性質上契約保証金

納付 、契約 締結 不利又 困

難 認 。

（一般競争入札 入札保証金）

第 条 令第 条 規定 納付 入札保

証金 、入札見積金額 分 以上 。

契約担当職員 、一般競争入札 参加

者 次 各号 該当 場合 、

入札保証金 全部又 一部 納

。

（ ） 保険会社 間 鳥取県 被保険者 入札

保証保険契約 締結 。

（ ） 参加資格者 、過去 年間 国又 地方

公共団体 落札後締結 契約 同種 同程度 規

模 認 契約 締結 誠実

履行 認 、 、落札後契約 締結

認 。

（落札 通知等）

第 条 落札者 決定 、 旨 本人 通

知 。

落札者 、前項 通知 受 日 日（鳥取県

休日 定 条例（平成元年鳥取県条例第 号）第

条第 項 規定 県 休日 日数 、算入 。）

以内 契約 締結 。

別表第 （第 条、第 条関係）

機 関 職

鳥取県消防学校 副 校 長

鳥取県東京事務所 副 所 長

略

鳥取県立皆成学園 次 長

（一般競争入札 入札保証金）

第 条 令第 条 規定 納付 入札保

証金 、入札見積金額 分 以上 。

契約担当職員 、知事 別 定 場合 、

入札保証金 全部又 一部 納

。

（落札 通知等）

第 条 落札者 決定 、 旨 本人 通

知 。

落札者 、前項 通知 受 日 日以内 契

約 締結 。

別表第 （第 条、第 条関係）

機 関 職

鳥取県東京事務所 副 所 長

略

鳥取県立皆成学園 次 長

２

５

６

７

８

７

５

２

１

２ ２

２ ７

５

１ １

１ ２ ５

７

５

２

２ ５

１ ２ ５

100

123 167

100

132

123 167

100

132
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鳥取県立皆生小児療育 ー 事 務 長

鳥取県立鳥取療育園 次 長

鳥取県立中部療育園 次 長

略

鳥取県溝口家畜保健衛生所 次 長

略

鳥取県水産試験場 総 務 課 長

鳥取県栽培漁業 ー 総 務 課 長

略

鳥取県立鳥取湖陵高等学校 事 務 長

略

鳥取県立米子工業高等学校 事 務 長

略

別表第 （第 条関係）

出納員 委任 事務

区 分 委 任 事 務

部

県民室

管財課

市町村振興課

警察本部警察県

民課

出納機関

出納機関 指定

機関

常時資金前渡

受 機関

公文書館

略

略

略

略

略

略

略

略

鳥取県立積善学園 次 長

鳥取県立皆生小児療育 ー 事 務 長

略

鳥取県溝口家畜保健衛生所 次 長

鳥取県大山農地開発局 次 長

略

鳥取県水産試験場 総 務 課 長

略

鳥取県立鳥取湖陵高等学校 事 務 長

鳥取県立鳥取西工業高等学校 事 務 長

鳥取県立鳥取農業高等学校 事 務 長

略

鳥取県立米子工業高等学校 事 務 長

鳥取県立淀江産業技術高等学校 事 務 長

略

別表第 （第 条関係）

出納員 委任 事務

区 分 委 任 事 務

部

県民室

管財課

市町村振興課

警察本部警務課

出納機関

出納機関 指定

機関

常時資金前渡

受 機関

公文書館

略

略

略

略

略

略

略

略

センタ

センタ

の

に させる

に し

ない

を

けた

センタ

の

に させる

に し

ない

を

けた

１ ２ ６

１

２

１ ２ ６

１

２

様式第 号中

「 貯 金 局

扱 月日 」

「 貯金事務
ー

扱 月日 」

改 。45
い

を センタ
い

に める

第 条 鳥取県会計規則 一部 次 改正 。

様式第 号中「・鳥取県収納代理郵便官署」 削 。

（鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則 一部改正）

第 条 鳥取県物品等又 特定役務 調達手続 特例 定 規則（平成 年鳥取県規則第 号） 一部 次

２

３ ７

の を のように する

を る

は の の を める の

は の の を める の を

10

106
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改 正 後 改 正 前

（入札説明書 記載事項）

第 条 略

（入札保証金 納付 免除）

第 条 知事 、特定調達契約 、競争入札 参加

者 次 各号 該当 場合

、施行令第 条 （施行令第 条

準用 場合 含 。） 規定 入札保

証金 全部又 一部 納 。

（ ） 保険会社 間 鳥取県 被保険者 入札

保証保険契約 締結 。

（ ） 一般競争入札参加資格又 指名競争入札参加資

格 有 者 、過去 年間 国又 地方公

共団体 落札後締結 契約 同種 同程度 規模

認 契約 締結 誠実 履

行 認 、 、落札後契約 締結

認 。

（落札者決定 通知等）

第 条 略

（落札者等 公示）

第 条 略

（記録 作成及 保管）

第 条 略

（契約保証金 納付 免除）

第 条 知事 、特定調達契約 、次 各号

該当 場合 、施行令第 条

規定 契約保証金 全部又 一部 納

。

（ ） 契約 相手方 保険会社 間 鳥取県 被保

険者 履行保証保険契約 締結 。

（ ） 知事 契約 相手方 委託 受 保険会社、

銀行、農林中央金庫 他予算決算及 会計令（昭

和 年勅令第 号）第 条 第 号 規定

財務大臣 指定 金融機関 間 工事履行保

証契約 締結 。

（ ） 一般競争入札参加資格又 指名競争入札参加資

格 有 者 契約 締結 場合 、

者 過去 年間 国又 地方公共団体 当該締結

（入札説明書 記載事項）

第 条 略

（落札者決定 通知等）

第 条 略

（落札者等 公示）

第 条 略

（記録 作成及 保管）

第 条 略

の

の の

は につき に

しようとする が の のいずれかに する

においては の の

において する を む の による

の は を めさせないことができる

との で を とする

を したとき

は

を する であって に は

と する と で の

であると められる を してこれを に

したと められ かつ を しない

おそれがないと められるとき

の

の

の び

の の

は につき の のいず

れかに する においては の

の による の は を めさせな

いことができる

の が との で を

とする を したとき

が の から を けた

その び

の の によ

り が する との で

を したとき

は

を する と を する において その

が に は と す

の

の

の

の び

12

13

167 167 13

14

15

16

17

167 16

22 165 100

12

13

14

15

７

１

２

２

１

２

３ ２

３

２

のように する

の の の の に が かれた この において という に する

の の の に が かれた この において という が する

は を とし に する が しない には を

える

改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「移動条」 。） 対応

同表 改正後 欄中条 表示 下線 引 条（以下 条 「移動後条」 。） 存在 場

合 、当該移動条 当該移動後条 、移動後条 対応 移動条 存在 場合 、当該移動後条 加

。
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る と で の であると められる

を してこれを に したと められ か

つ する を しないおそれがないと

められるとき

の

の は の の に げる

については の による の を

により

の の の までに その に る を

する に しなければならない ただし

の を う がある における

に る による の についての は

うことができる

への れの

は の の に げる につい

ては の による を りまとめ

に める による を し これに

を えて の

の の までに に しなければな

らない ただし の を う がある

の

の は の の に げる

については の による の を

により

の の の までに その に る を

する に しなければならない

への れの

は の の に げる につい

ては の による を りまとめ

を し これを

に えて の の の までに

に しなければならない

契約 同種 同程度 規模 認 契

約 締結 誠実 履行 認 、

、当該締結 契約 履行

認 。

改 正 後 改 正 前

（収入状況 報告）

第 条 出納機関 長 、別表第 項 掲 歳

入 、毎四半期 証紙 収入 状況 、

証紙収入状況報告書（様式第 号） 、当該四半

期 末月 翌月 日 、 歳入 係 事務

所管 課長 報告 。 、過

誤納金 還付 行 必要 場合 当該過誤

納金 係 証紙 収入 状況 報告 、

随時行 。

略

（歳入 受入 手続）

第 条 課長 、別表第 項 掲 歳入

、毎四半期 証紙 収入額 取 、別

定 様式 公金振替依頼書 作成 、

証紙収入調書（様式第 号） 添 、当該四半期

末月 翌月 日 出納局長 送付

。 、過誤納金 還付 行 必要 場

（収入状況 報告）

第 条 出納機関 長 、別表第 項 掲 歳

入 、毎四半期 証紙 収入 状況 、

証紙収入状況報告書（様式第 号） 、当該四半

期 末月 翌月 日 、 歳入 係 事務

所管 課長 報告 。

略

（歳入 受入 手続）

第 条 課長 、別表第 項 掲 歳入

、毎四半期 証紙 収入額 取 、証

紙収入調書（様式第 号） 作成 、 収入調書

添 、当該四半期 末月 翌月 日 出納

局長 送付 。

７ １ １

３

２

８ １ １

４

７ １ １

３

２

８ １ １

４

10

20

10

20

附 則

（施行期日）

規則 、平成 年 月 日 施行 。

（経過措置）

第 条 規定 改正後 鳥取県会計規則第 条第 項 規定 、 規則 施行 日以後 同条第

項 通知 受 落札者 適用 、同日前 当該通知 受 落札者 、 従前 例 。

鳥取県収入証紙規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県収入証紙規則 一部 改正 規則

鳥取県収入証紙規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 対応 同表 改正後 欄中下線

引 部分（以下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、

改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分

存在 場合 、当該改正後部分 加 。

１ ４ １

２ １ ２ １

３

この は から する

の による の の は この の の に

の を けた について し に を けた については なお の による

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた という に する の の

が かれた という が する には を に め

に する が しない には を り に する が

しない には を える

15

132

15 31

39 17

鳥取県規則第 号44
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合 当該過誤納金 係 証紙 収入 係

公金振替依頼書及 証紙収入調書 送付 、随時行

。

略

出納局長 、公金振替依頼書 送付 受 、

当該公金振替依頼書 基 支出仕訳書 作成 、収

入証紙特別会計 当該歳入金 属 科目 振替

手続 。

別表第 （第 条、第 条、第 条、第 条関係）

使用料及 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県旅館業法施行条例（昭和 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県食肉衛生検査所条例（平成 年鳥取県条例

第 号）第 条 規定 基 手数料

（ ） 略

（ ） 鳥取県理容師法施行条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ） 鳥取県美容師法施行条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県手数料徴収条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条第 項 規定 基 手数料（同項第 号

第 号 及 第 号 第 号

規定 手数料 除 。）

（ ） 略

略

略

出納局長 、収入調書 送付 受 、当該

収入調書 基 支出仕訳書 作成 、収入証紙特別

会計 当該歳入金 属 科目 振替 手続

。

別表第 （第 条、第 条、第 条、第 条関係）

使用料及 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県旅館業法施行条例（昭和 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県食肉衛生検査所条例（平成 年鳥取県条例

第 号）第 条 規定 基 手数料（同条例別表

項 規定 手数料 除 。）

（ ） 略

（ ） 鳥取県理容師法施行条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ） 鳥取県美容師法施行条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条 規定 基 手数料

（ ）～（ ） 略

（ ） 鳥取県手数料徴収条例（平成 年鳥取県条例第

号）第 条第 項 規定 基 手数料（同項第

号 第 号 規定 手数料 除 。）

（ ） 略

略

における に る による に る

び の は う

ことができる

は の を けたときは

に づき を し

から の する に え

の をしなければならない

び

の に づく

の に づく

の に づく

の に づく

の に づく

の から の まで び から まで

に する を く

は の を けたときは

に づき を し

から の する に えの きを

しなければならない

び

の に づく

の に づく

の に する を く

の に づく

の に づく

の に づく

から までに する を く

２

３

１ ２ ７ ８

１

１ ８

９

８

３

５

５

２ １

２ ４

２

２

３

１ ２ ７ ８

１

１ ８

９

３ ４

４

４

２ １

２

13

33

43

10 13

14 12

16

15

16 12

18

17 12

19

18 26

27 12 37

15

15 223 225

28

13

33

43 11

10 13

14 12

16

15

16 12

18

17 12

19

18 26

27 12 37

223

225

28

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。 、別表第 項第 号 改正 、同年 月 日

施行 。

鳥取県出納局設置規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県出納局設置規則 一部 改正 規則

鳥取県出納局設置規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

この は から する ただし の の の は から

する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

15 27 11 29

15 31

49 54

４ １ １ １

３

鳥取県規則第 号45
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改 正 後 改 正 前

（各課 分掌事務）

第 条 各課 分掌事務 、次 。

審査課

（ ） 出納長 権限 属 事務 次 掲

～ 略

指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金

融機関及 収納代理郵便官署（以下「指定金融機

関等」 。） 検査 関 。

及 略

（ ）及 （ ） 略

出納課 略

（各課 分掌事務）

第 条 各課 分掌事務 、次 。

審査課

（ ） 出納長 権限 属 事務 次 掲

～ 略

指定金融機関、指定代理金融機関及 収納代理

金融機関（以下「指定金融機関等」 。）

検査 関 。

及 略

（ ）及 （ ） 略

出納課 略

改 正 後 改 正 前

別表第

出納長 決裁事項

（ ）～（ ） 略

（ ） 指定金融機関、指定代理金融機関及 収納代理

金融機関 会計検査 実施

別表第

出納長 決裁事項

（ ）～（ ） 略

（ ） 指定金融機関、指定代理金融機関、収納代理金

融機関及 収納代理郵便官署 会計検査 実施

の

の は のとおりとする

の に する のうち に げるも

の

ア エ

オ

び

という の に すること

カ びキ

び

の

の は のとおりとする

の に する のうち に げるも

の

ア エ

オ び

という の

に すること

カ びキ

び

の

び

の の

の

び の の

３

１

２ ３

３

１

２ ３

１

１ ７

８

１

１ ７

８

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

鳥取県出納局事務決裁規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県出納局事務決裁規則 一部 改正 規則

鳥取県出納局事務決裁規則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目（以下「移動別表細目」 。） 対

応 次 表 改正後 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目（以下「移動後別表細目」 。）

存在 場合 、当該移動別表細目 当該移動後別表細目 、移動別表細目 対応 移動後別表細目

存在 場合 、当該移動別表細目（以下「削除別表細目」 。） 削 、移動後別表細目 対応

移動別表細目 存在 場合 、当該移動後別表細目（以下「追加別表細目」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（別表 細目 表示及 削除別表細目 除 。以下「改正部分」

。） 対応 次 表 改正後 欄中下線 引 部分（別表 細目 表示及 追加別表細目 除 。以

下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応

改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、

当該改正後部分 加 。

この は から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の の の に が かれた の という に

する の の の の の に が かれた の という

が する には を とし に する が

しない には という を り に する

が しない には という を える

の の の が かれた の の び を く と

いう に する の の の が かれた の の び を く

という が する には を に め に する

が しない には を り に する が しない には

を える

15

15 31

49 55

４ １

３

鳥取県規則第 号46
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（ ）～（ ） 略

別表第

出納局長及 課長 専決事項

区 分 出納局長専決事項 課長専決事項

共 通 ～ 略

件 万円

以上 支出負担行

為

件 万円以

上 歳入金（地方

交付税、負担金、

補助金 他

類

除 。） 調定

略

～ 略

審査課 地方自治法施行

令（昭和 年政令

第 号）第 条

第 項 規定

指定金融機関若

収納代理金

融機関 指定又

取消

指定金融機関

意見 聴取

～ 略

略

略

略

略

知事 権限 属

事務 次 掲

（出納局

係 限 。）

（ ） 件 万

円未満 支出負担

行為（物品（知事

別 定

除 。） 係

除 。）

（ ） 件 万

円以上 支出命令

（報酬、給料、職

員手当等及 共済

費（以下「給料等」

。）並

鳥取県用品調達等

集中管理事業特別

会計 取 扱 用

品等 範囲 定

規則（昭和 年

鳥取県規則第 号）

第 条第 項 定

用品（以下「

用品」 ）

係 除 ）

（ ） 略

（ ） 前号 掲

件

万円未満 歳

入金（地方公務員

（ ）～（ ） 略

別表第

出納局長及 課長 専決事項

区 分 出納局長専決事項 課長専決事項

共 通 ～ 略

略

～ 略

審査課 地方自治法施行

令（昭和 年政令

第 号）第 条

第 項 規定

指定金融機関、

収納代理金融機関

若 収納代理

郵便官署 指定又

取消

指定金融機

関 意見 聴

取

～ 略

件 万円

以上 支出負担行

為

件 万円以

上 歳入金（地方

交付税、負担金、

補助金 他

類

除 。） 調定

略

略

略

略

知事 権限 属

事務 次 掲

（出納局

係 限 。）

（ ） 件 万

円未満 支出負担

行為

（ ） 件 万

円以上 支出命令

（ ） 略

（ ） 前号 掲

件

万円未満 歳

入金 調定（ 件

９

３

１

１

１

１

１

８

２ ５

６

７

８

１

２

１ １

２ １

１ １

３

４

１

９

３

１ １

１

９

２ ５

６ １

７ １

８

９

１

２

１ １

２ １

３

４

１

１

12

22

23 2,000

24 500

25

14

22

16 168

2,000

1,000
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500
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500
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2,000
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500
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く の

の によ

る

しくは

の は

その しについ

ての

からの の

の に す

る のうち に

げるもの に

るものに る

の

が に めるもの

を く に る

ものを く

の

び

という びに

で り う

の を め

る

に

める

という｡ に

るものを く｡

に げる

もののほか

の

び の

の によ

る

しくは

の

はその しにつ

いての

からの の

の

の

その これ

らに するものを

く の

の に す

る のうち に

げるもの に

るものに る

の

の

に げる

もののほか

の

の
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法（昭和 年法律

第 号）第 条

第 項、第

条 第 項又

第 条 第 項

若 第 項

規定 採用

職員（以下「

再任用職員」

。） 係 雇用

保険法（昭和 年

法律第 号）

雇用保険 事

業 要 費用

充 保険

料（以下「雇用保

険料」 ）及

物品 係

除 。） 調定

（ 件 万円未満

事後調定 除

。）

（ ）～（ ） 略

出納課 ～ 略 略

知事 権限 属

事務 次 掲

（ ） 件 万

円未満 支出負担

行為（物品（知事

別 定

除 。） 係

限 。）

（ ） 件 万

円以上 支出命令

（給料等（知事

別 定

除 。）及 用品

係 限 ）

（ ） 件 万円

未満 歳入金（再

任用職員 係 雇

用保険料及 物品

係 限 ）

調定（ 件 万

万円未満 事後

調定 除 。）

（ ）～（ ） 略

出納課 ～ 略 略

知事 権限 属

給料等（知事 別

定 除 ）

支出命令

知事 権限 属

事務 歳入歳

出外現金 出納 通

知（所得税及 住民

税並 社会保険料

係 限 ）

25

261 28

28

28

49

116

50

14

2,000

1,000

500

50

50
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の

の は

の

しくは の

により さ
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という｡

び に るもの

を く の
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げるもの

の

が に めるもの

を く に る

ものに る

の

が

に めるものを

く び

に るものに る｡

の

に る
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の

を く
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る が

に めるものを く｡

の
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る のうち
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に るものに る｡

４ １

５ １

６ １

２

１

５

１ ３ １

２

１ １

２ １

３ １

１

５

１ ３ １

２

３
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円未満 事後調定

除 。）

（ ） 歳入歳出外現

金 出納 通知

（所得税及 住民

税並 社会保険

料 係 限

。）

略

用品 交付単価

決定

備考 略

略

鳥取県用品調達等

集中管理事業特別会

計 取 扱 用品等

範囲 定 規則

（昭和 年鳥取県規

則第 号）第 条第

項 定 用品

交付単価 決定

備考 略

の

を く

の の

び

びに

に るものに

る

の の

で り う

の を める

に める の

の

４

３

４

４

５

１

１

39

18

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。この は から する15 ４ １


